
決算の一部反対討論を行う
松田議員　　 （11月21日）
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主なる議案・意見書の賛否 賛成〇　反対×
平成30年度一般会計補正予算（第2号）
核燃料物質取扱税条例
青森県基本計画「選ばれる青森」への挑戦の策定
教育委員、公安委員、公害審査会委員の任命の件
松くい虫、ナラ枯れ被害の万全な対策求める意見書
水稲の作況調査の検証求める意見書
消費税10％への増税中止を求める意見書
出入国管理法改定の撤回求める意見書
漁業法改定に関する意見書
TPP11など国際貿易交渉への対応を求める意見書
国際リニアコライダーの実現を求める決議
青森県私学助成についての請願
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共産

知事への予算要望を提出する党県議団知事への予算要望を提出する党県議団

県
民
の
み
な
さ
ん
へ

　

昨
年
は
お
世
話
に
な
り
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま

し
た
。
昨
年
は
、Ｆ
16
戦
闘
機
の
エ
ン
ジ
ン
火
災

に
よ
り
燃
料
タ
ン
ク
２
本
を
小
川
原
湖
に
投
棄
。

人
命
に
か
か
わ
る
重
大
事
態
が
発
生
。
党
と
し
て

抗
議
の
申
し
入
れ
、
県
議
会
と
し
て
抗
議
と
再
発

防
止
の
決
議
を
採
択
し
ま
し
た
。
り
ん
ご
の
黒
星

病
が
広
範
囲
に
発
生
。
党
は
申
し
入
れ
で
効
果
の

あ
る
薬
剤
と
防
除
方
法
の
開
発
と
費
用
の
支
援
を

要
請
。
県
議
会
は
国
へ
の
意
見
書
を
採
択
し
ま
し

た
。
次
期
青
森
県
基
本
計
画
で
は
、
国
連
で
採
択

し
た
持
続
可
能
な
開
発
目
標
（
17
の
ゴ
ー
ル
）
を

歓
迎
し
、
そ
れ
に
相
反
す
る
日
本
の
低
賃
金
、
長

時
間
労
働
、
女
性
の
待
遇
、
過
度
な
競
争
教
育
と

高
学
費
等
を
是
正
す
る
こ
と
の
必
要
性
を
強
調
。

　

今
年
も
県
民
の
い
の
ち
と
く
ら
し
を
守
る
た
め

に
全
力
で
奮
闘
し
て
参
り
ま
す
。

　

二
〇
一
九
年
一
月

日
本
共
産
党
青
森
県
議
団

す　

わ　

益　

一

安　

藤　

は
る
み

松　

田　
　
　

勝

11月21日～12月7日
　12月県議会は11月21日から12月7日まで開
かれ、一般質問にすわ議員、議案の質疑と一部
反対討論に松田議員が立ちました。次期青森県
基本計画を採決する議会であり、質疑も集中。
開会日の決算討論には松田議員が立ちました。
本号は主な内容を報告します。淀の松原から見た白岩（種差海岸）

党八戸市議団、久保地区常任委員と訴える松田議員
　　（1月1日　八戸三嶋神社前）

党青森市議団、よしまた地区委員長と訴えるすわ議員（1月4日　市役所アウガ前）

党弘前市議団、斉藤みお
県書記長と訴える安藤議員
（1月4日　イトーヨーカドー前）

県議団だよりと
県政へのご意見
をお寄せ下さい

１．今冬の除排雪行政にあたっては、幹線道路の渋滞解消、バス路線の確保、市町
村道を含め、通学路、歩行者の安全を確保すること。

２．馬淵川・腰巻川の河川改修事業を促進すること。
３．県庁、出先機関から出る古紙（文書類）のリサイクル率を高め、市町村との連
携により、事業者、住民が出す古紙のリサイクル率を高めること。学校ごとに分別・
収集活動が進むように環境を整えること。リサイクル工場の設置をはかること。

４．産業廃棄物の不法投棄の早期の把握と速やかな措置をとること。
５．教員の多忙化解消へ実態把握と抜本的対策をとること、休職した場合の臨時職
員の確保に努めること。

６．小・中学生の給食費の無料化及び未実施市町村の中学校までの完全給食を実施
すること。

７．小・中・高、障害児学校の冷・暖房の設置へ抜本的な導入を図ること。
　危険なブロック塀の速やかな対策を講じること。

８．少人数学級を小学4年以上、中学2年以上に拡充すること。
９．給付型の奨学金制度を新設すること。
10．高等学校等就学支援金の所得要件をなくし全対象とすること。
　授業料以外の奨学給付金の対象を拡充すること。

11．保育料の無料化が速やかに実現するよう国への要請と県の采配を求める。
　子どもの医療費無料化を中学校まで拡充し、所得制限を撤廃すること。

12．子ども権利条約の県条例を制定すること。
13．介護水準を低下させる報酬引き下げを行わないよう国へ要請すること。
14．八戸屋内スケート場の維持管理費の市負担を見直し支援すること。
15．市町村の住宅リフォーム制度を支援するための県独自の制度を立ち上げること。
16．県の最低賃金の引き上げに尽力し、全国一律、時給1,000円以上の最賃制度を
国に働きかけること。

17．りんご黒星病の抜本的対策を強化し、薬剤費用に対する支援を行うこと。
18．県内中小企業の後継者対策の充実を図ること。
19．2019年10月からの消費税を引き上げないよう国に求めること。
20．国に対し国保の財政負担の拡充を求め、国保の都道府県化による国保料金の引
き上げを行わないこと。

21．各部局の法定障害者雇用率を達成させること。
22．水道事業の広域化や運営権の売却を推進する改定水道法の廃止を求めること。
23．種子条例を制定すること、及び種子法の復活を求めること。
24．沿岸漁業者の漁業権を守ること、それと相反する漁業法改定の廃止を求めること。
25．県内外国人労働者の劣悪な労働条件を改善すること。条件を整えないままの出
入国管理法改定の廃止を求めること。

26．TPP11、日米FTA、日欧EPAからの離脱を求めること。
27．原発・核燃から撤退し、青森県に本当の安全・安心を取り戻すこと。原発マネー
から脱却し、地産地消で成り立つ地域産業や観光に活路を見出すこと。再生可能
エネルギーの本格導入を進めること。

28．無人偵察機グローバルホーク、オスプレイ、F35Aステルス戦闘機の配備を認
めず、F16の撤去を求めること。憲法9条を生かした平和外交に徹するよう国へ
要請すること。

平成31年度予算要望項目 平成29年度決算の討論に立つ松田議員平成29年度決算の討論に立つ松田議員
県
民
の
生
活
実
感
と
か
け
離
れ
て
い
る
、10
％
増
税
は
中
止
を

県
民
の
生
活
実
感
と
か
け
離
れ
て
い
る
、10
％
増
税
は
中
止
を

県
民
の
生
活
実
感
と
か
け
離
れ
て
い
る
、10
％
増
税
は
中
止
を

　

法
人
関
係
税
の
税
収
が
伸
び
、
景
気
回
復
傾

向
と
の
答
弁
が
あ
っ
た
が
、
県
民
の
生
活
実
感

と
は
か
け
離
れ
て
い
ま
す
。
消
費
税
８
％
増
税

の
影
響
を
引
き
ず
っ
て
、
消
費
は
冷
え
込
ん
だ

ま
ま
で
す
。
今
消
費
税
10
％
の
増
税
中
止
の
声

を
国
に
対
し
て
上
げ
る
べ
き
で
す
。

　

障
が
い
者
雇
用
の
水
増
し
問
題
は
、
障
が
い

者
や
国
民
を
裏
切
っ
た
背
信
行
為
、
信
頼
回
復

の
た
め
に
も
障
が
い
者
雇
用
拡
大
と
障
が
い
者

が
働
き
や
す
い
職
場
づ
く
り
を
進
め
る
こ
と
。

　

原
発
核
燃
推
進
は
容
認
で
き
ま
せ
ん
。

　

日
本
原
燃
は
規
制
委
員
会
か
ら
保
安
規
定
違

反
を
相
次
い
で
告
げ
ら
れ
な
が
ら
も
繰
り
返
す

状
況
。
高
レ
ベ
ル
放
射
性
廃
棄
物
ガ
ラ
ス
固
化

体
の
最
終
処
分
地
が
い
つ
決
ま
る
の
か
も
不
透

明
、
新
た
な
プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
を
生
み
出
す
原
発

再
稼
働
は
断
念
す
べ
き
で
す
。

　

県
境
不
法
投
棄
産
業
廃
棄
物
処
理
の
行
政
代

執
行
分
に
係
る
収
入
未
済
額
は
１
３
８
億
６
、

６
３
９
万
円
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　

処
理
の
た
め
に
県
民
の
税
金
が
つ
ぎ
込
ま
れ

る
の
は
重
大
。
不
法
投
棄
が
発
生
し
な
い
よ
う

万
全
の
対
策
を
求
め
ま
す
。

　

八
戸
市
櫛
引
地
区
の
廃
棄
物
管
理
が
八
戸
市

に
移
行
し
た
が
、
引
き
続
き
八
戸
市
の
安
全
対

策
へ
の
支
援
強
化
を
求
め
ま
す
。

　

松
田
勝
議
員
は
、
平
成
29
年
度
決
算
議
案

の
一
部
反
対
討
論
を
行
い
ま
し
た
。

　

特
に
国
に
対
し
、
消
費
税
10
％
増
税
中
止

と
原
発
再
稼
働
断
念
を
求
め
る
よ
う
意
見
を

述
べ
ま
し
た
。
以
下
は
討
論
の
要
点
で
す
。

10月30日から11月1日まで広島県、愛媛県、徳島県で県外調査を
行いました。写真は、今治市で取り組んでいる「サイクリングによる
地域活性化」の調査でサンライズ糸山（サイクリングターミナル）
を視察しているところです。

馬淵川の河川改修事業整備促進などを阿達国土交通大臣政務官へ要請
2018.12.13建設常任委員会（写真右から二人目が、松田議員）

12
月
1
日
付
東
奥
日
報
に
掲
載

核燃税等5年間で976億円、全国一律最賃制で
若者の流出止めよ、憲法・地方自治法の明記を
核燃税等5年間で976億円、全国一律最賃制で
若者の流出止めよ、憲法・地方自治法の明記を

●
議
案
第
一
号
平
成
30
年
度
青
森
県
一
般
会
計

補
正
予
算
案
（
第
２
号
案
）
に
つ
い
て

　

一
般
職
員
給
与
改
正
は
、
職
員
一
人
当
た
り

の
改
定
後
の
平
均
給
与
額
等
は
年
間
２
万
７
、

０
０
０
円
の
引
き
上
げ
に
な
り
ま
す
。

　

５
年
連
続
プ
ラ
ス
改
正
で
あ
る
こ
と
は
一
定

の
評
価
を
す
る
も
の
の
生
活
改
善
に
つ
な
が
る

ほ
ど
の
改
定
で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

●
青
森
県
立
種
差
少
年
自
然
の
家
の
指
定
管
理

に
つ
い
て

　

そ
も
そ
も
県
の
教
育
施
設
を
民
間
委
託
す
る

こ
と
は
許
さ
れ
ま
せ
ん
。
過
度
な
コ
ス
ト
削
減

に
よ
っ
て
教
育
施
設
の
機
能
を
損
な
う
こ
と
が

な
い
よ
う
指
摘
し
ま
す
。

●
議
案
第
八
号
青
森
県
核
燃
料
物
質
等
取
扱
税

条
例
案
に
つ
い
て

　

日
本
原
燃
と
東
北
電
力
が
提
出
し
た
意
見
書

に
は
、
立
地
地
域
と
原
子
力
の
共
生
と
か
核
燃

料
サ
イ
ク
ル
の
円
滑
な
推
進
と
あ
る
。

　

そ
れ
を
県
と
し
て
受
け
止
め
る
な
ら
ば
核
燃

料
サ
イ
ク
ル
の
推
進
、
原
発
再
稼
働
を
積
極
的

に
推
進
す
る
こ
と
に
な
り
反
対
で
す
。

●
議
案
第
27
号
青
森
県
基
本
計
画
「
選
ば
れ
る

青
森
」
へ
の
挑
戦
の
策
定
に
つ
い
て

　

地
域
別
最
低
賃
金
制
度
の
も
と
で
本
県
と
東

京
と
の
格
差
が
拡
大
し
、
若
者
の
県
か
ら
の
流

出
の
大
き
な
原
因
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
「
国
の
所
管
」
だ
か
ら
と
手
を
こ
ま
ね
い
て

お
ら
ず
、
国
に
対
し
て
全
国
一
律
最
低
賃
金
制

度
創
設
を
働
き
か
け
る
べ
き
で
す
。

　

松
田
勝
議
員
は
議
案
に
対
し
て
、
15
件
に

反
対
し
、
14
件
に
賛
成
す
る
と
し
、
主
な
反

対
理
由
を
述
べ
ま
し
た
。
以
下
は
そ
の
反
対

理
由
の
要
旨
で
す
。

議
案
に
対
す
る
一
部
反
対
討
論

（左からすわ、松田、安藤議員、よしまた洋党東青地区委員長　12月17日）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  ※28項目の要望は4面に掲載

要望書を総務部長へ手渡す党県議団
県は基本計画に県民を守る
憲法と地方自治法を明記し
ません。



　

高
レ
ベ
ル
放
射
性
廃
棄
物
の
最
終
処
分
が
50

年
後
に
約
束
通
り
搬
出
さ
れ
る
の
か
。
残
り
27

年
で
文
献
、
概
要
、
精
密
の
３
つ
の
調
査
だ
け

で
20
年
要
し
ま
す
が
、
こ
れ
自
体
が
進
ま
ず
、

５
年
、
10
年
と
歳
月
は
流
れ
て
い
き
ま
す
。
こ

れ
ま
で
県
は
、
搬
出
計
画
が
策
定
さ
れ
て
い
な

い
の
で
搬
出
時
期
を
明
言
せ
ず
、
満
期
日
を
聞

い
て
も
答
え
よ
う
と
し
ま
せ
ん
。
今
回
、
す
わ

議
員
の
質
問
に
県
は
「
満
期
日
は
、
２
０
４
５

年
４
月
26
日
」
と
よ
う
や
く
答
え
ま
し
た
。

　

高
速
増
殖
炉
は
「
も
ん
じ
ゅ
」
の
廃
炉
で
消

滅
。
新
た
に
高
速
炉
開
発
が
出
て
き
ま
し
た
。

そ
の
意
義
に
「
長
寿
命
の
放
射
性
廃
棄
物
の
減

容
化
、
有
害
度
低
減
」
と
い
っ
て
、
毒
物
の
ア

メ
リ
シ
ウ
ム
を
分
離
し
、
高
レ
ベ
ル
廃
棄
物
最

終
処
分
場
の
大
き
さ
を
縮
小
で
き
る
と
い
う
も

の
。し
か
し
、現
に
あ
る
ガ
ラ
ス
固
化
体
や
六
ヶ

所
再
処
理
工
場
を
動
か
せ
ば
対
象
外
の
も
の
を

増
や
し
続
け
ま
す
。
し
か
も
、
プ
ル
サ
ー
マ
ル

は
ア
メ
リ
シ
ウ
ム
を
大
量
に
製
造
す
る
の
で
最

悪
の
選
択
で
す
。
す
わ
議
員
は
「
選
ば
れ
る
青

森
」
に
し
た
い
な
ら
原
発
・
核
燃
か
ら
の
撤
退

を
決
断
す
る
よ
う
主
張
し
ま
し
た
。

長
は
「
教
職
員
組
合
か
ら
一
定
の
理
解

得
ら
れ
た
」と
の
答
弁
が
あ
り
ま
し
た
。

　

松
田
議
員
は
「
給
与
月
額
４
０
０
円

引
き
上
げ
で
は
生
活
改
善
に
は
ほ
ど
遠

い
」
と
批
判
し
ま
し
た
。

　

松
田
議
員
は
、
種
差
少
年
自
然
の
家

指
定
管
理
者
の
選
定
に
つ
い
て
質
問
し

ま
し
た
。
特
に
研
修
課
職
員
の
配
置
状

況
に
つ
い
て
尋
ね
ま
し
た
。

　

和
嶋
教
育
長
は
「
研
修
業
務
担
当
職

員
は
７
名
で
２
名
増
、
社
会
教
育
主
事

資
格
を
５
名
取
得
」
と
答
弁
。

　

松
田
議
員
は
「
施
設
の
管
理
運
営
に

係
る
経
費
の
内
容
評
価
が
低
い
訳
は
」

と
質
問
。

　

和
嶋
教
育
長
は
「
提
案
額
が
県
の
基

準
額
を
若
干
下
回
っ
た
た
め
」
と
答
弁

し
ま
し
た
。

　

松
田
議
員
は
「
コ
ス
ト
削
減
を
過
度

に
迫
っ
て
い
く
の
は
い
か
が
な
も
の

か
」
と
批
判
し
ま
し
た
。

　

松
田
議
員
は
、
核
燃
料
物
質
取
扱
税

の
平
成
26
年
度
か
ら
平
成
30
年
度
ま
で

の
５
年
間
の
税
収
見
込
額
を
質
問
。

　

鉄
永
総
務
部
長
は「
９
７
２
億
円
見

込
ん
で
い
る
」
と
答
弁
し
ま
し
た
。

　

松
田
議
員
は「
年
平
均
２
０
０
億
円
、

こ
の
他
に
電
源
三
法
交
付
金
も
県
内
に

１
３
４
億
円
交
付
さ
れ
て
い
る
。
原
発

マ
ネ
ー
に
頼
る
自
治
体
運
営
は
健
全
で

な
い
」
と
批
判
し
、
各
施
設
別
の
税
収

見
込
額
に
つ
い
て
質
問
し
ま
し
た
。

　

鉄
永
総
務
部
長
は
「
原
子
力
発
電
所

約
25
億
円
、
ウ
ラ
ン
濃
縮
施
設
10
億
円

等
々
で
あ
る
」
と
答
弁
し
ま
し
た
。

　

松
田
議
員
は
「
事
業
者
が
払
う
核
燃

税
は
国
民
の
払
う
電

気
料
金
に
は
ね
返
っ

て
く
る
。
原
発
マ

ネ
ー
を
廃
止
す
れ
ば

消
費
者
の
電
気
料
金

が
安
く
な
り
、
家
計

が
助
か
る
」
と
述
べ

ま
し
た
。

　

松
田
勝
議
員
は
、
青
森
県
基
本
計
画

策
定
に
つ
い
て
、
日
本
共
産
党
会
派
が

提
出
し
た
意
見
の
う
ち
、
人
口
減
少
対

策
と
し
て
最
低
賃
金
制
度
を
全
国
一
律

と
す
る
こ
と
を
明
記
す
る
こ
と
に
つ
い

て
県
が
基
本
計
画
に
反
映
困
難
と
し
た

理
由
を
質
問
し
ま
し
た
。

　

原
田
企
画
政
策
部
長
は
「
国
が
所
管

す
る
事
項
だ
か
ら
な
じ
ま
な
い
」
と
答

弁
。
松
田
議
員
は
「
地
域
別
で
格
差
が

拡
大
し
て
い
る
」
と
批
判
し
ま
し
た
。

　

松
田
議
員
は
「
太
平
洋
海
域
の
ス
ル

メ
イ
カ
資
源
が
回
復
す
る
ま
で
の
間
、

日
本
海
海
域
の
資
源
利
用
が
重
要
、
外

国
船
の
違
法
操
業
の
影
響
を
受
け
る
中

型
イ
カ
釣
り
船
の
安
全
操
業
の
確
保
に

向
け
た
、
県
の
対
応
に
つ
い
て
」
質
問
。

　

高
谷
農
林
水
産
部
長
は
「
今
年
度
は

違
法
操
業
の
範
囲
が
北
側
に
拡
大
し
、

北
海
道
西
方
の
奥
尻
堆
に
ま
で
及
ん
で

い
る
こ
と
か
ら
、
中
型
イ
カ
釣
り
漁
船

の
操
業
の
安
全
確
保
と
資
源
管
理
の
た

め
の
取
り
締
り
強
化
に
つ
い
て
強
く
国

に
働
き
か
け
て
い
く
」
と
の
答
弁
。

　

松
田
議
員
は
「
資
源
管
理
に
つ
い
て

は
漁
業
者
の
自
主
的
取
り
組
み
で
行
っ

て
欲
し
い
」
と
要
望
し
ま
し
た
。

　

松
田
議
員
は
、
職
員
給
与
改
定
に
向

け
た
組
合
と
の
交
渉
の
状
況
に
つ
い
て

質
問
し
ま
し
た
。

　

鉄
永
総
務
部
長
は
「
職
員
組
合
か
ら

改
定
案
受
け
入
れ
回
答
」、
和
嶋
教
育

　

12
月
議
会
に
６
本
の
意
見
書
と

１
本
の
決
議
が
提
出
さ
れ
、
日
本

共
産
党
と
古
村
議
員
は
、
出
入
国

管
理
法
改
定
の
撤
回
、
漁
業
法
改

定
及
び
、
消
費
税
10
％
へ
の
増
税

中
止
を
求
め
る
意
見
書
を
提
出
し

ま
し
た
。

　

出
入
国
管
理
法
の
問
題
で
は
、

外
国
人
技
能
実
習
生
の
失
踪
の
実

態
が
、
最
低
賃
金
以
下
の
低
賃
金

や
暴
行
な
ど
極
め
て
重
大
な
人
権

侵
害
に
よ
っ
て
引
き
起
こ
さ
れ
て

い
る
こ
と
が
明
ら
か
と
な
っ
て
い
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議案の質疑を行う松田議員
（12月４日）

　

青
森
県
基
本
計
画
で
は
、
２
０
３
０

年
の
姿
と
し
て
、
子
育
て
が
「
最
適
の

地
」
と
な
っ
て
い
る
と
し
ま
し
た
。

　

子
ど
も
医
療
費
無
料
化
の
拡
充
を
問

わ
れ
た
健
康
福
祉
部
長
は
「
就
学
前
ま

で
の
実
施
で
市
町
村
給
付
の
２
分
の
１

を
助
成
、
今
年
10
月
か
ら
所
得
制
限
上

限
を
２
倍
に
し
対
象
を
６
割
か
ら
９
割

へ
拡
大
し
た
」
と
答
弁
。
す
わ
議
員
は
、

「
小
学
３
年
ま
で
か
ら
18
才
ま
で
通
院

15
県
、
入
院
24
県
と
都
道
府
県
で
進
ん

で
い
る
」
こ
と
を
強
調
し
ま
し
た
。

　

国
は
幼
児
教
育
・
保
育
の
無
償
化
を

来
年
10
月
か
ら
実
施
す
る
と
表
明
。
消

費
税
10
％
を
財
源
論
と
す
る
問
題
や
３

才
以
上
に
限
定
、
負
担
の
重
い
０
才
か

ら
２
才
が
対
象
外
、
給
食
食
材
費
の
実

費
負
担
化
や
市
町
村
の
負
担
が
強
い
ら

れ
、
保
護
者
か
ら
は
待
機
児
童
解
消
が

先
と
の
声
も
。
健
康
福
祉
部
長
は
「
国

の
方
針
が
固
ま
り
次
第
、
市
町
村
に
徹

底
し
た
い
」
と
答
え
ま
し
た
。

　

入
学
準
備
金
は
、
生
活
保
護
世
帯
で

ラ
ン
ド
セ
ル
、
学
生
服
な
ど
今
年
10
月

か
ら
増
額
（
小
中
高
約
２
〜
３
万
円
）

と
な
り
支
給
日
も
入
学
前
と
な
っ
て
い

ま
す
。（
途
中
の
買
い
換
え
も
可
）

　

と
こ
ろ
が
、
準
要
保
護
の
入
学
準
備

金
の
額
と
支
給
日
を
聞
い
て
も
、
教
育

長
は
答
え
る
こ
と
が
で
き
ず
、
す
わ
議

員
は
子
育
て
が
「
最
適
の
地
」
と
言
っ

て
い
る
の
に
実
態
を
掌
握
し
な
い
の
は

問
題
と
指
摘
。
知
事
は
「
市
町
村
に
聞

け
ば
わ
か
る
こ
と
、
反
省
し
て
い
る
」

と
答
弁
し
ま
し
た
。

　

文
科
省
の
調
査
で
、
副
教
材
、
実
習

材
料
費
等
、小
学
で
年
10
万
円
、中
学
で

年
18
万
円
、
こ
れ
に
給
食
費
が
嵩
み
ま

す
。
義
務
教
育
は
無
償
が
原
則
で
、
子

ど
も
の
い
の
ち
と
健
康
を
支
え
る
学
校

給
食
費
も
無
償
と
す
べ
き
で
す
。
教
育

長
は
市
町
村
の
実
施
で
軽
減
措
置
も

と
ら
れ
て
い
る
と
し
、
県
と
し
て
の
対

応
や
姿
勢
は
あ
り
ま
せ
ん
。
給
食
費
の

徴
収
業
務
を
教
員
に
さ
せ
な
い
文
科

省
の
通
知
も
具
体
策
は
見
え
ま
せ
ん
。

　

消
費
税
10
％
増
税
を
問
わ
れ
た
知
事

は
「
全
世
代
型
社
会
保
障
」
を
支
え
る

も
の
だ
が
、「
経
済
に
影
響
を
及
ぼ
さ

な
い
よ
う
」「
国
の
動
向
を
注
視
し
て

い
く
」
と
答
弁
。
漁
業
法
改
定
で
農
林

水
産
部
長
は
、「
国
際
競
争
力
」
と
「
資

源
確
保
」
の
背
景
を
述
べ
つ
つ
、「
海

区
調
整
委
員
会
の
公
選
制
の
廃
止
や

漁
獲
量
に
影
響
を
及
ぼ
す
な
ど
国
へ

て
い
ね
い
な
説
明
を
求
め
て
い
く
」
と

答
弁
し
ま
し
た
。

　

Ｌ
Ｉ
と
呼
ば
れ
る
炉
内
構
造
物
は
各

原
発
に
８
、０
０
０
ｔ
あ
り
、
原
燃
の

敷
地
内
の
１
０
０
メ
ー
ト
ル
地
下
の
試

験
空
洞
で
中
深
度
処
分
試
験
を
実
施

中
。エ
ネ
ル
ギ
ー
総
合
対
策
局
長
は「
実

施
主
体
も
決
ま
っ
て
お
ら
ず
申
し
上
げ

る
状
況
に
な
い
」
と
答
弁
。
レ
ベ
ル
の

高
い
Ｌ
Ｉ
廃
棄
物
の
行
方
も
不
透
明

な
ま
ま
で
す
。

　

安
藤
議
員
は
、
青
森
県
核
燃
料
取
扱
税
条
例

に
つ
い
て
質
し
、
県
が
東
北
電
力
と
日
本
原
燃

に
課
す
税
金
を
、
平
成
３
年
か
ら
５
度
の
更
新

を
経
て
平
成
31
年
３
月
31
日
で
現
行
の
実
施
期

間
が
満
了
す
る
こ
と
に
伴
い
新
た
に
５
年
間
更

新
す
る
提
案
だ
が
、
こ
れ
ま
で
の
税
収
合
計
額

子
ど
も
医
療
費
無
料
化
の
拡
充

子
ど
も
医
療
費
無
料
化
の
拡
充

子
ど
も
医
療
費
無
料
化
の
拡
充

子
ど
も
医
療
費
無
料
化
の
拡
充

問
わ
れ
る
保
育
料
無
償
の
中
身

問
わ
れ
る
保
育
料
無
償
の
中
身

問
わ
れ
る
保
育
料
無
償
の
中
身

問
わ
れ
る
保
育
料
無
償
の
中
身

入
学
準
備
金
の
入
学
前
支
給
を

入
学
準
備
金
の
入
学
前
支
給
を

入
学
準
備
金
の
入
学
前
支
給
を

入
学
準
備
金
の
入
学
前
支
給
を

国
へ
て
い
ね
い
な
説
明
を
求
め
る

国
へ
て
い
ね
い
な
説
明
を
求
め
る

国
へ
て
い
ね
い
な
説
明
を
求
め
る

国
へ
て
い
ね
い
な
説
明
を
求
め
る

「
申
し
上
げ
る
状
況
に
な
い
」？

「
申
し
上
げ
る
状
況
に
な
い
」？

「
申
し
上
げ
る
状
況
に
な
い
」？

「
申
し
上
げ
る
状
況
に
な
い
」？

学
校
給
食
の
無
償
化
を

学
校
給
食
の
無
償
化
を

学
校
給
食
の
無
償
化
を

学
校
給
食
の
無
償
化
を

事
故
が
起
き
れ
ば
税
収
が
吹
っ
飛
ぶ
損
害
が
生
じ
る

事
故
が
起
き
れ
ば
税
収
が
吹
っ
飛
ぶ
損
害
が
生
じ
る

事
故
が
起
き
れ
ば
税
収
が
吹
っ
飛
ぶ
損
害
が
生
じ
る

事
故
が
起
き
れ
ば
税
収
が
吹
っ
飛
ぶ
損
害
が
生
じ
る

意見書はどう扱われたか

ま
す
。
ど
の
業
種
に
ど
れ
だ
け
の

人
数
を
受
け
入
れ
る
か
、
政
府
に

「
白
紙
委
任
」
と
い
う
の
も
問
題

で
す
。
意
見
書
は
来
年
４
月
か
ら

の
施
行
を
や
め
、
外
国
人
労
働
者

の
望
ま
し
い
在
り
方
を
審
議
す
る

よ
う
要
請
し
た
も
の
で
す
が
、
自

民
、
公
明
が
否
決
し
ま
し
た
。

　

漁
業
法
の
改
定
は
、①
漁
業
権

を
漁
協
・
地
元
優
先
の
ル
ー
ル
を

廃
止
し
、
知
事
が
企
業
に
直
接
免

許
を
付
与
、②
海
区
漁
業
調
整
委

員
会
を
公
選
制
か
ら
任
命
制
に
変

更
、③
遠
洋
・
沖
合
漁
業
で
漁
船

の
ト
ン
数
制
限
を
撤
廃
し
、
大
型

化
を
推
進
な
ど
が
主
な
内
容
で
、

こ
れ
ま
で
の
地
元
優
先
の
根
幹
を

揺
る
が
す
も
の
で
す
。
問
題
な
の

は
影
響
を
受
け
る
漁
業
関
係
者
へ

の
国
か
ら
の
説
明
が
な
い
こ
と
。

意
見
書
は
、
今
国
会
で
の
性
急
な

改
定
を
や
め
、
広
く
漁
業
関
係
者

か
ら
の
意
見
を
聞
く
よ
う
要
請
し

た
も
の
で
す
が
、
自
民
、
公
明
が

否
決
し
ま
し
た
。

　

消
費
税
10
％
へ
の
増
税
で
は
、

複
数
税
率
導
入
や
ク
レ
ジ
ッ
ト
カ
ー

ド
の「
ポ
イ
ン
ト
還
元
」な
ど
複
雑

で
混
乱
が
拡
大
し
て
い
る
こ
と
、

自
動
車
、
住
宅
購
入
時
の
減
税
や

プ
レ
ミ
ア
ム
付
き
商
品
券
の
発
行

な
ど
バ
ラ
ま
き
し
て
増
税
は
本
末

転
倒
、
イ
ン
ボ
イ
ス
は
５
０
０
万

と
い
わ
れ
る
免
税
業
者
が
取
引
か

ら
排
除
さ
れ
る
、
よ
っ
て
増
税
中

止
を
要
請
し
た
も
の
で
す
。

　

こ
の
意
見
書
は
、
自
民
、
公
明
、

国
民
民
主
が
否
決
し
ま
し
た
。

　

議
運
で
「
Ｔ
Ｐ
Ｐ
11
を
は
じ
め
と
す
る
国
際
交
渉

へ
の
適
切
な
対
応
を
求
め
る
意
見
書
（
案
）」
に
つ

い
て
、
重
要
５
品
目
を
関
税
撤
廃
の
交
渉
か
ら
「
除

外
す
る
」
と
し
た
国
会
決
議
に
反
し
て
お
り
、
譲
歩

し
た
線
を
ス
タ
ー
ト
と
し
て
日
米
Ｆ
Ｔ
Ａ
交
渉
で
際

限
の
な
い
譲
歩
が
迫
ら
れ
る
。「
国
際
リ
ニ
ア
コ
ラ

イ
ダ
ー
の
実
現
を
求
め
る
決
議
（
案
）」
に
つ
い
て
、

電
子
と
陽
電
子
の
衝
突
実
験
を
行
う
次
世
代
の
大
型

加
速
器
「
国
際
リ
ニ
ア
コ
ラ
イ
ダ
ー
」
の
国
内
建
設

を
検
証
し
て
い
た
日
本
学
術
会
議
の
検
討
委
員
会
が

「
８
、０
０
０
億
円
に
上
る
総
建
設
費
に
つ
い
て
国
際

費
分
担
の
見
通
し
が
得
ら
れ
て
い
な
い
」
と
し
て
い

る
と
反
対
理
由
を
述
べ
ま
し
た
。

は
約
２
、７
９
４
億
円
と
な
り
、
安
全
対
策
、
民
生

安
定
対
策
な
ど
に
使
う
と
し
て
い
る
が
、
い
っ
た
ん

事
故
が
起
き
れ
ば
税
収
が
吹
っ
飛
ぶ
損
害
が
生
じ
る

こ
と
、
真
の
安
全
対
策
は
原
発
核
燃
を
な
く
す
こ
と

だ
と
主
張
し
ま
し
た
。他
に
、青
森
県
基
本
計
画「
選

ば
れ
る
青
森
」
へ
の
挑
戦
の
策
定
の
件
に
つ
い
て
質

し
、
世
論
調
査
で
「
原
発
は
し
ば
ら
く
利
用
し
徐
々

に
廃
止
」「
即
時
廃
止
」の
合
計
が
20
代
で
44
・
３
％
、

30
代
で
52
％
、
40
代
で
57
％
、
60
代
で
78
・
４
％
に

上
る
こ
と
を
紹
介
し
「
選
ば
れ
る
青
森
」
に
す
る
な

ら
原
発
核
燃
反
対
を
明
確
に
す
べ
き
だ
と
主
張
し
ま

し
た
。
青
い
森
鉄
道
の
指
定
管
理
者
業
務
に
つ
い
て

も
質
し
ま
し
た
。

委員会で質問する
安藤議員
　　　（12月５日）

総務企画危機管理委員会から総務企画危機管理委員会から

答弁に対する再質問を行う
すわ議員　　 （11月30日）

高レベル廃棄物・高速炉の運命は!?

自
主
的
と
り
く
み
が
重
要

自
主
的
と
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く
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重
要

自
主
的
と
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く
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が
重
要
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